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事業継承意志の高揚に関する

決定要因分析
神戸市商店街の商店経営者に対する質問票調査を中心に

柳 到 亨

本稿の目的は,日 本小売業の商店経営者において,彼(あ るいは彼女)の 家族に

商店を継がせ たいという意志を高揚 させ る要因を探 ることである。本論では家族要

因,経 済的要因,そ して環境諸要因 を含む事業継承モデルが提示 される。事業継承

モデルの実証分析は,神 戸市商店街の50代 以上の商店経営者に対す る質問票調査 を

用 いて行った。実証分析の結果は,商 店経営者の家族に商店を継がせたいという意

志 を高揚させ る要因が,特 に,家 族要因であるこ とを支持することであった。

キーワー ド 後継者難,家 族要因,売 上高成長速度,環 境諸要因

1は じ め に

1.1本 稿の現実的問題意識および目的

家族 を重要な労働資源 とする個 々の商店が多 く存在 し,そ れが日本独 自の小売商業構造を

作 り上げてきたが,近 年 日本小売業を支えて きた 「街の小売業」が縮小 している傾向がみえ

てきている。日本の中小小売業が衰退産業 として認識 されるなか,街 の商店街や個別商店に
1}

おける事業継承の問題は,そ の問題の核心 として頻繁に 「後継者難」が用いられ,取 り上げ

られている。後 を継ぐ者がいな くて悩む商店主を見つけるのはそれほど難 しくはない。

「後継者問題」は,個 々の商店,商 店街,さ らに小売業の発展を阻害する根源であるとい

う。このような認識は,石 井(1996),高 嶋(2002>で もみることができる。その論者を紹介

すると,石 井(1996)は 「街の小売商業」 を崩壊 させ る原因の1つ 目を 「外の敵」 と呼んで,

全国に展開する量販店や大型店などの外部 との競争の存在,2つ 目を 「内の敵」と呼んで,
2)

「街の空洞化」の問題,3つ 目を 「内々の敵」と呼んで,商 人家族の変容を指摘 している。
3)

この3つ 目の商人家族の変容,崩 壊が事業継承を困難にする。 この3つ 目の原因による 「後

継者問題」が商店街や小売市場 とい う 「街の小売商業」の衰退,す なわち商店街の危機を招

く根源的原因であるという。次に,高 鳴(2002)は 中小小売業の 「後継者難」が個 々の商店

の将来 に対するリスクを伴 う意思決定の消極化を生み出し,商 店の衰退に関わるという。す

なわち 「後継者難」は商店経営者の将来の経営成果に対す る期待感 を低下させ,競 争優位を
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形成する意欲を低下させる原因であると指摘 している。このような両者の見解か ら,「後継者

問題」は個々の商店の問題から,商 店街ひいては中小小売業の問題 まで,包 括的に関わって

いるということがわかる。

本稿の目的は,日 本小売業の商店経営者において,彼(あ るいは彼女)の 家族に商店 を継

がせたいという意志を誘発する要因を探 ることである。すなわち,日 本の商店経営者におけ

る子供に対する事業継承意志を高揚 させ る要因を明らかにすることである。

1.2理 論的課題

本稿の目的に関わる,商 業研究における事業継承に関する研究は多数蓄積 されている。そ

れらの研究から幾つかの研究に焦点 を当て,本 稿の目的に対応する次の ような3つ の研究課

題 を提示 していきたい。

第1は,家 族制度に注 目した研究である。荒川(1962)は 日本特有の流通構造,つ まり家

族 を中心 とする中小小売商店が多数存在する構造の説明には,日 本の特殊な社会関係,家 族

制度に注目してみる必要があると提示 した。荒川(1962)は,日 本の小売商業の構造を支え

る要因として,家 族制度における社会関係の残存 を重視 し(357頁),理 論的問題 として検討

す る必要性について強調 している。荒川(1962)に 続 い七,石 井(1996)は 神戸市の商店街

の小売商店経営者に対する定性分析や商業マクロデータ分析により,商 人家族が共有する意

識や規範が商店の事業継承につなが り,長 期的に多数の中小小売業が存続する日本特有の流

通構i造を生み出 した重要な要因であると指摘 している。これに加えて,石 井(1996)は 消費

社会の到来 による家族制度の変動 を動態的に捉える視点から,商 人家族構造の変容が商人家

族の商売への関心を弱化 させ,後 継者難 を招 くという。石井(1996)が 事業継承に関する問

題 を家族制度の側面で捉 え,重 要な分析視角を提示 した貢献を評価すべきである。 しか し石

井(1996)が 行った事業継承に関する研究は,経 験的データで検証 されていない仮説にとど

まっている。 したがって,本 稿では主に石井(1996)が 提示 した分析視角に依拠 し,商 人家

族の意識や商人家族構造の変容が商店経営者の事業継承意志にどのような影響を与 えるかに

ついて分析することを第1の 研究課題 とする。第2は,経 済的側面に注目した研究である。

田村(1981)は,中 小小売業における後継者の確保が,商 店の年間売上高の成長速度に依存

す るという見解 を示 している。田村(1981)の 研究を手がか りに事業継承における経済的側

面の影響を明らかにす ることが,第2の 研究課題である。第3は,環 境的側面に注 目した研

究である。鈴木(2001)は 個別商店 をめぐる環境諸要因の悪化が,小 売商店における事業継

承の意欲を減退 させ,後 継者問題が生 じる可能性 を論 じている。この見解は,経 験的妥当性

を確保 していない。 したがって鈴木(2001)の 研究を中心に,環 境諸要因が事業継承意志に

及ぼす影響を明らかにす ることが,第3の 研究課題である。
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1.3本 稿の構成

以上のような問題意識および研究課題 をもって,本 稿の構成は以下のようなものになる。

第2節 「小売業における事業継承研究」では,後 継者問題 を理論的課題 として接近 した商業

研究者を取 り上げ,理 論的な貢献や課題 を明 らかにする。既存の研究を整理することを通 じ

て,次 節で行われる事業継承実証モデルの分析枠組みの構築につながる。第3節 「小売業の

事業継承モデルと仮説の導出」では,既 存研究か ら得た事業継承に関す る3つ の視点から事

業継承モデルを構築 し,各 商業論者が取 り上げている要因がどのように商店経営者の事業継

承意志の高揚に有効性 をもつのかについて考察する。これにより,本 稿が検証すべ き仮説が

導 出される。第4節 「仮説検証の前の手続 き」では,検 証するための手続 きであるデータの

収集方法および諸仮説の検証に用いられた諸変数の操作方法について述べていくことにする。

続 く第5節 「仮説検証」では,本 稿で提示された仮説を検証 し,そ の結果を解釈す る。第6

節 「デ ィスカッション」では,本 稿で行われた仮説検証の結果をもって,理 論的,実 践的含

意 について整理する。最後に第7節 「本稿の限界と課題」では,本 稿における分析枠組みが

もつ限界について,外 的妥当性,内 的妥当性を中心に議論する。そののち,本 稿で行われた

小売業商店における事業継承に関す る議論が,小 売業研究に対 していかなる課題 を残すのか

について考えたい。

2小 売業における事業継承に関する既存研究

本章では,小 売業の事業継承に関する研究を考察す るため,小 売業研究において 「事業継

承」の問題が どのように扱われてきたのかを,代 表的な幾つかの研究を取 り上げて議論 した

い と思 う。これ らの研究を手がか りにして,日 本小売業における 「事業継承」に関する分析
4)

枠組みを導出す るための視点を定めることが,本 章の課題である。当然,「後継者問題」は,

中小小売業問題の衰退 と関連 して語 られてきた。事業継承者の有無に関わる観点 を大きく2

つに分けて紹介すると,第1に,絶 えず後継者 を再生産するのが日本の流通構造の近代化を
5}6}

阻害す る要因 として考えている観点(荒 川1962;林1962)で あり,第2に,後 継者の断絶
7)

が中小小売業の存立を危な くするという観点(石 井1996;石 原2000》 である。両者 におけ

る中小小売業の経済 ・社会的評価は異なるが,い ずれにせよ,後 継者の有無が中小小売業の

再生産構造の問題に関連 している点では一致 している。特 に 「後継者」問題 に商業の理論的

課題 として接近 した論者から以下の4つ の研究視点 を挙げることができる。

第1は,家 族理念や規範意識が 日本小売業の再生産構造あるいは事業継承を生み出 したと

いう見解である。il}Vl1(1962)お よび糸園(1975)の 研究は,中 小小売商店の事業継承に関

する議論を前近代的社会関係,つ まり家父長家族制度に関連付 けようとしたものであった。

こうした研究は,事 業継承 と前近代的社会関係 との因果関係の究明 という研究課題を提示 し
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たものの,今 日における日本特有の家族制度に起因する商人家族の理念を前近代的社会関係

の一種であるかのように扱っていることについては疑問が残る。現代的意味で,小 売業の事

業継承問題 を商人家族における家族規範や理念に基づいて議論 した研究が石井(1996)で あ

る。石井(1996)は,日 本小売業における商人家族の家族理念が商人家族の事業継承を促 し

たと指摘 している。そ して,こ うした個 々の小売商店を再生産す る仕組みが,日 本小売業の

マクロ構造の動態 を生み出したと主張するのである。第2に,商 人家族における「家商分離」

の現象が商店の後継者問題 と密接な関連があるという見解は,石 井(1996)に よって展開さ

れた。「家商分離」の現象が商人家族 と商店 との関係 を切 り離 し,商 店 における家族労働資源

の枯渇,さ らに小売商店の再生産構造の崩壊を招 くとい うことを,石 井(1996)は 神戸市商

業集積の定性分析 を通 じて明らかにした。第3に,後 継者の確保 を分析する際,商 店の売上

高成長の速度に注 目した研究が田村(1981)で ある。田村(1981)が 事業継承の規定要因 と

して経済的要素を指摘 したことは事業継承分析 に良い手がか りを提供 した と思われる。第4

に,後 継者問題 をもた らす原因として環境諸要因を指摘する研究は,鈴 木(2001)に よって

展開されてきた。鈴木(2001)は,環 境 諸要因の変化が商店経営の経済的魅力を減少させ,

後継者難を引 き起 こす という論理を示 している。

以上が 日本小売業の事業継承 に関する議論である。次節では,本 節で行った事業継承につ

いての議論を手がか りに,事 業継承に関する分析課題や分析モデルを構築す る。

3小 売業の事業継承実証モデルと仮説導出

小売業の事業継承に関す る後継者問題の捉え方と,そ れに相応する商業論における事業継

承研究の変遷について前節で議論を進めてきた。後継者問題は,日 本の商業研究者によって

生業型小売業の衰退あるいは流通構造の効率化と結びつけられ,中 枢的な焦点 として注目を

集めてきているといえる。以下の議論では,次 のような4つ の問題意識の もとに展開される

こととなる。第1に,商 店経営者が事業継承意志を高揚させ るのに,家 族理念がどのように

影響 を与えるのかという点に注 目する。第2に,家 商分離(商 人家族と商店経営の分離)の

現象 としての商店経営特性が事業継承意志にどのような影響を与 えるのか。第3に,経 営成

果は,商 店経営者の事業継承意志にどのような影響を及ぼすのかに注 目す ることである。第

4に,環 境諸要因は,商 店経営者の事業継承意志にどのような経験的有効性 をもっているの

かである。本節では,こ れ らの4つ の課題を議論 し,理 論仮説を検討することになる。まず

家族理念と事業継承意志 との関係 についてみてい くことにす る。

3.1家 族理念

社会学の研究で多 く蓄積 されている 「家」制度に関する業績 を簡単に考察することによ り,
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家業の定義および意味を明 らかにすることがで きる。日本の事業継承の社会的特性は,「家」

という概念で説明されてきた。 日本社会に根強 く潜在する特殊な集団認識のあ り方は 「家」

の概念で,「家」を構成する基本的な要素は家を継いだ子供が親 と居住する共同生活体,あ る
8)

いは農業の場合 をとれば経営体であると述べ られている(中 根1967)。 家の共同経営体 とし

ての家業は,家 の継承,存 続,そ して繁栄 という命題のために重要である(中 野1978;森 岡・

望月1983;三 戸1983:河 村1988;安 岡1998;中 野2003)。 そして 「家」の継承 における

後継者 の資格 は血縁者 に限 らず,非 血縁 者 まで含 まれ る(中 野1978;中 根1967;米 村

1999;坪 内2001)。 このことは,家 の理念 として家の存続,維 持,繁 栄のため,継 承が最 も

重要であることを示 している。上で述べた先行研究の考察から,家 業 というのは家族の生計

を維持することと超世代的関係の連続性 を維持することの二重的性格を持っていることがわ

かる。すなわち 日本において家業を営むことは,単 なる家計を維持するという経済的意味だ

けではな く,理 念的あるいは規範的意味 も含意 していると思われる。

近代社会における継承は,物 質的基盤によって左右 されるという見解(米 村1996)が ある。

例えば,代 々に伝わる家業や暖簾 という継承財の存在の有無が重要な判断根拠であ り,近 代

社会において階層,つ まり財産があるか否かによって,家 産意識 ・継承意識が変わって くる

と指摘 している(米 村1996,1999)。 この意味では,家 業意識は,商 業や農業における自営

業部門で商店あるいは農地を物質的基盤 として家計の生計 を営む場合には,継 承を促す可能

性 を示唆 している。 しか し,米 村(1996,1999)は 財閥のように大規模な企業体を対象に財

の世代間継承を志向する傾向があることに関心があり,自 営業者あるいは商店経営者 という

小規模生業型自営業に対する分析 まで至 らなかった。社会学における 「家」 についての既存

研究のなかで,家 と関わる家業の定義およびその意味を探 ることができた。 しか し,殆 どの

研究が家の原理 と現代の企業体に集中し,我 々の関心領域である家族経営体 として中小零細

自営業 における家業に対する分析は未だに行なわれていない。

小売業 における家業意識 と継承の関係に取 り組む研究が石井(1996)で ある。石井(1996)

は個々の商店経営お よび日本小売業全体の動態に影響 を与えた要因として,小 売商店経営に

従事 している商店経営者およびその家族従業者が持っている家業意識や家族財産を挙 げてい

る。商店経営者あるいはその家族従業者が抱 く家業意識は,日 本の一般家族成員が持つ家族

理念,す なわち 「家族財産」という概念 と関連すると指摘 している。「家族財産」というのは
9)

「財産は,家 族の特定の誰かの財産ではな く,家 族全員の所有物だ」 という意識である。こ

の家族財産意識が日本家族の基本的な規範 として位置付けられている。このような家族理念

に覆われた商店主ならびに家族従業者は,家 業意識を持つことになる。石井(1996)は,家

業 としての小売商店が家族従業者 に対 して持つ意味は,① 家族の生計を担 う経済的意味,②

経済的意味を超えた精神的意味を含んでおり,家 族の生 き方あるいは生 き甲斐 を生み出す重
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要な媒体であるとする。このように商人家族が商店に対 して抱 く家族財産意識,家 業意識は,

家族内の事業継承の可能性 を高めるという見解 を示 している(279頁)。 上記に考察 したよう

に,我 々が家族理念意識を考える際には,2次 元であることに注意を払わなければならない。

家族理念 として考えるのは,日 本家族を特徴づ ける基本的規範 としての家族財産,家 族財産

に覆われた商人家族における家業意識,こ れらの2つ である。

要約 していえば,日 本家族において家族全員が財産 を所有する家族財産が,商 人家族の家

族理念 として具現化 したのが家業意識である。商人家族理念は,こ れらの家族財産および家

業意識 として現れ,小 売業 という商売に対する精神的に も経済的にも過剰 な意味を付与し,

事業継承 を可能にする大 きな原動力となったのではないかというのが我々の見解である。さ

らに,こ の商人家族理念が 日本小売業を支えてきた核心的要因ではないか と思われる。以上

の議論か ら,次 の ような仮説が導出される。

HIA:商 店経営者の家族財産意識が高 くなるにつれ,事 業継承意志が高 くなる。

HlB:商 店経営者の家業意識が高 くなるにつれ,事 業継承意志が高 くなる。

3.2商 店経営特性

事業継承意志は,商 店における経営特性 を規定す る幾つかの要因により影響 をうける。 こ

こで述べ る商店経営特性は,第1に,家 族要因(家 商分離の現象),第2に,商 店の創業以来

の営業年数,第3に,商 店の年間売上高規模 という3つ の要素で把握できる。

3.2.1家 族要因

前節で考察 したように,「小売業における後継者問題」は 「家商分離」という視点から見直

される必要があることが石井(1996)に よって提唱 された。「家商分離」 とは,石 井(1996)

によれば,「家族が,す でに小売商の経営単位ではな くなってしまっている」あるいは 「商売
10)

と家族 とは別だ」という事態であると定義されている。この 「家商分離」の現象は,「商売単

位 としての商人家族」が 「消費単位 としての商人家族」へに変遷することを物語 っている。

つまり街の商人が もっとも頼るべ き貴重な経営資源であった家族資源が枯渇する事態にほか

な らない。「家商分離」の現象 により商人家族 と商売 との関わ りが切 り離 され,具 体的例 とし

て,第1に 核家族化,第2に 商売 と住 まい との分離,こ れ らの結果 として最後に,家 族労働
11)

資源の枯渇 を招 く事態を挙げている。順に事業継承意識に及ぽす影響の論理 を述べていこう。

第1に,核 家族化である。石井(1996)に よれば,商 店主世帯は農林魚業世帯 を除けば他
12)

の職業の世帯規模 よりも規模が大 きい世帯であったという。この核家族化による商店主世帯

規模の縮小は,商 売 ・経営単位 としての家族の意味が失われる可能性 を内包 している。拡大

家族が核家族化(老 夫婦と子供夫婦)へ と分解する親子別居の状態は,職 業選択 を子供の自
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由意志に任せ る事態になっていき,店 の後継 を強制する枠組みがなくなることを意味する。

すなわち商店主 く彼あるいは彼女)と その家族 とが別の住居環境を持ち核家族化す る傾向は,

小売業商店の再生産構造の崩壊 をもたらす。 このことか ら,次 のような仮説が導かれる。

H2A:子 供 と別々に住んでいる商店経営者よ り,子 供 と一緒に住んでいる商店経営者のほ

うが,事 業継承意志の度合いがより高い。

第2に,商 売 と住まいとの分離(以 下,職 住分離)で ある。商売と住まいが一致すると,

商人家族の生活は商売中心にな り,子 供 も自然 に生活のなかで商売になじんでい くが,こ れ

とは反対の論理で,商 売 と住 まいが分離すると,商 売 よりは家族の生活や団藁 を優先するこ

とになる。 この職住分離の現象によって,商 店主のみならず子供の商売に対する関心 も薄れ

ていく。すなわち石井(1996)が いう職住分離は,消 費社会の到来により,商 売 よりも家族

としての生活が優先され,で きる限 り商人家族は住まいと商店を分けようとする事態である

と述べている。 したがって職住が分離する傾向は,商 店主または子供の商売に対する関心を

弱化 させ,家 族からの後継者の再生産の道を危 うくす る。ゆえに職住分離について次の仮説

が導かれる。

H2B:商 住環境が分離 している商店経営者 より,商 住環境が一致 している商店経営者のほ

うが,事 業継承意志の度合いが より高い。

最後に,家 族労働資源の枯渇であぎ1上 述の核家族化や職住艦 の傾向は瀦 果的に商人

家族の商売に対する関心や愛着 を薄 くす る。 これは石井(1996)が 指摘 したとお り,家 商分

離の現象の背景には消費社会の到来があるようだ。彼 によると,近 代家族は,伝 統的家族と
ユの

は異な り,夫 婦の愛情を基礎 として婚姻を結び,家 族 を形成する。つまり夫婦の愛情が近代

家族を成 り立たせる基本的な紐帯である。当然のことながら,商 人家族の商売への関与ある

いは参加が少な くなることは,後 を継 ぐ者の確保を難 しい仕事にさせ る。家商分離の現象が

小売業 における商売 と商人家族 との関係 を切 り離 し,具 体的現象 として核家族化,職 住分離

を導 く。これらの結果 として商店における家族従業者密度が下がり,商 店経営者の事業継承

意志を低下 させ ることになると思われる。ゆえに家族従業者数について次のような仮説が導

出される。

H2C:商 店に従事する家族従業者が多 くなるにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くな

る。
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3.2.2創 業以来の営業年数

石井(1996)は,商 店の歴史は家業意識 を高揚あるいは家族への使命感 を高揚 させ るとい

う仮説を出 している(250頁)。 彼は1991年 時点における 「商業統計表」調査のデータで,創

業年数が30年 を越える商店が全体の個人商店の約3割 近 くを占めている事実から,商 店の歴

史は事業継承 を促す要因の1つ ではないかという見解を示 している。この指摘か ら,創 業以

来30年 以上の営業年数を保つ個人商店は,2代 目あるいは3代 目が商店 を継 いでいることが

予想 される。 したがって創業以来の営業年数は,商 店経営者および商人家族の事業継承意志

を高揚させることに貢献すると予想で きる。ゆえに創業以来の営業年数について次の ような

仮説が導出される。

H2D:創 業以来の営業年数が長 くなるにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くなる。

3.2.3経 済的要因

本稿では経済的側面での事業継承意志に影響を及ぽす要因 として,経 営成果以外に も商店

規模があると考えている。先行研究における商店規模を表わす指標は,販 売額,従 業員数,
ユの

売場面積,で ある。経済的側面での商店規模が事業継承意志に及ぼす影響 を調べる際に,上

の3つ の商店規模 を表わす変数のなかか ら,年 間売上高で測 ることにする。商店規模は,商
　人

の経済的報酬 を確保する資源である可能性がある。 したがって他の変数が一定であると,

年間売上高 という商店規模が大 きい商店のほうが,商 店規模が低 い商店 より商店経営者の事

業継承意志の度合いは高 くなると思われる。

H2E:商 店の年間売上高の規模が大きい商店経営者のほうが,規 模の小さい商店経営者 よ

り事業継承意志の度合いがより高い。

3.3商 店経営成果

田村(1981)に よれば,後 継者の確保は売上高成長速度を維持することと深 く関係すると

いう。すなわち後継者の確保は,売 上高成長速度の維持に依存することであ り,「売上高成長
　の速度」は年間売上高/

企業年齢である。 この売上高成長速度 という概念に注意 してみておこ

う。彼の見解か ら,後 継者の確保が年間売上高に比例 し,企 業年齢に反比例するということ

が解釈できる。つ まり企業年齢が長 くなる一方で,売 上高水準が低いままだと後継者の確保

は困難 になる。これと反対に,企 業年齢が若 くても売上高が高いと,後 継者確保には好条件

になる。商店の歴史が後継者確保 には反比例するということは,後 ほど検討する仮説とは異

なるものの,売 上高成長速度が事業継承意志の考慮すべ き要因であることに注目させ る見解
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である。この売上高成長速度は,既 に議論を行 った経営成果が事業継承意志に及ぼす影響を

検討す るうえでの1つ の変数 として扱われることになる。ここで注意を払わなければならな

いのは,経 営成果の変動 を測る指標 としての売上高の変動は厳密な定義では年間売上高/企
18)

業年齢であるが,商 店経営者が認識する年間売上高の変動とす る。以上の議論から,経 営成

果 について次のような仮説が導出される。

H3:経 営成果が好調になるにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くなる。

3.4環 境諸要因

鈴木(2001)に よれば,小 売商店を取 り巻 く環境諸要因は,立 地条件,消 費者の需要水準,

小売の技術,競 争構造という4点でまとめることができる。

第1に,立 地条件である。立地条件の変化は,都 市再開発を通 じて交通網,道 路条件,工

業施設,そ して公共施設を変化させ(鈴 木2001:野 口1987),商 店街 あるいは個別商店に来

客する消費者の人 口の減少に影響 を与える。都市開発以外にも,地 価上昇は商業施設の資産

価値 を高 く評価 させ ることにより,商 店経営者の商売意欲あるいは経営方針を転換 させるこ

とになる(鈴 木2001)。 要するに,立 地条件の変化は商店を訪問する来客数の減少 を招 く。

そ して地価変動による商店経営戦略の変化をもたらす。この立地条件の変動は,商 店経営者

の事業継承意志に影響を与える1つ の要因 として考えられる。

第2は,消 費者の需要水準である。商店を訪ねる消費者の需要水準が高 くなることは,す

なわち顧客1人 あたりの販売額が増加することを意味する。

第3は,技 術水準の変化である。情報産業の進展により,小 売業産業にPOS,EOS,EDI

が導入,活 用され,取 引情報処理や伝達の革新が行われる(矢 作1996)。 その結果,技 術 を

積極導入する商店は,顧 客管理の効率化,商 店事務の合理化などを達成することができ(野

口1987),経 営成果の向上 に貢献することになる。

第4に,競 争要因である。小売業商店が直面 している競争相手は,商 店街 内部での同じ業

種である商店の場合 もあるが,そ の多くは商店街の外部におかれている相手である。この競

争相手は,大 型店,中 堅スーパー・コンビニ(新 規競争者),無 店舗販売業者などが挙げられ

る(鈴 木2001:野 口1987)。 このような業態 との競争の激化 を通 じて,個 別商店の顧客吸収

力の相対的な低下および競争力の喪失が起こ り,結 果的に経営成果の悪化(収 益 性の悪化)

に帰結する(野 口1987:中 野1989)。 この ような経営成果の悪化は,小 売商店の後継者難を

引き起 こす要因であると指摘 している(中 野1989)。 ゆえに環境諸要因について次のような

仮説が導出される。
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H4A:環 境要因(立 地条件,需 要水準,情 報化)が 商店経営に対 して有利 に働 くと認識す

るにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くなる。

H4B:競 争環境が緩やかであると判断す るにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くな

る。

このような仮説を検証するための手続 きである,デ ータの収集方法および諸仮説の検証に

用いられた諸変数の操作方法について4節 で述べてい くことにする。

4仮 説検証の まえの手続 き

本節では,前 節で掲げた仮説を検証する前段階として,仮 説検証のための手続 きについて

詳述する。第3節 で述べた諸仮説には,そ れを構成する概念 として,家 族理念意識,商 店経

営特性,環 境諸要因,経 営成果,そ して事業継承意志があった。これらの概念は,兵 庫県神

戸市の商店経営者に対 して送付された質問票の回答か ら測定 されることになるわけだが,ま

ず4.1で は,本 稿で明らかにすべ き仮説 を構成する概念が,誰 の研究に依拠するものである

のかを整理する。つ ぎに,4.2で は本稿で行った質問票調査の概要を述べた上で,な ぜ検証対

象を50代 以上の商店経営者に限定するのかを説明する。最後に,概 念の操作化を行 う。この

ような手続 きを踏んで,第5節 で仮説化 された概念間の関係を検証することになる。

4,1事 業継承意志に影響を及ぼす変数開発

第3節 で述べた諸仮説には,そ れを構成する概念 として家族理念意識,環 境要因,競 争要

因,経 営成果,商 店経営特性,事 業継承意志があった。以下では,上 記に述べた諸概念につ

いて説明していくことに しよう。

第1に,商 店経営者の家族理念意識 という概念を構成する指標の開発には石井(1996)の

研究を参考 にした。家族理念意識 という概念には,2つ の指標,す なわち家族財産意識,家

業意識があるというのは第3節 で既に述べたとおりである。石井(1996)に よる家族財産意

識,家 業意識の定義に従い,ま ず 「家族財産意識」 という変数だが,こ れは 「財産は,家 族

の特定の誰かの所有物ではな く,家 族全員の所有物だ」 という意識の程度を測定する変数で

ある。つ ぎに 「家業意識」という変数は,「 この小売業は,わ れわれ家族を経済的にも精神的

に も支える家業だ」 という意識の程度を測定する変数である。第2に,環 境諸要因について

は,環 境要因と競争要因という2つ の概念にわけて質問票に用いることになる。 まず環境要

因を表 わす変数 として①立地条件,② 消費需要,③ 情報化などの指標 を用いている(野 口

1987;鈴 木2001)。 「環境要因」という変数は,商 売を取 り巻 く立地条件,消 費者の需要水準

の変化,情 報化がどの程度まで商売に影響 しているかを測定す る変数である。つ ぎに競争要
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因 という指標は,田 村(1981),野 口(1987),中 野(1989),鈴 木(2001)の 研究に基づいて

質問項 目として提示されている。「競争要因」という変数は,商 店経営者が大型店,中 堅スー

パー,コ ンビニエンス ・ス トアとの競争構造 をどのように認識 しているかを測定する変数で

ある。第3に,経 営成果 という概念は,田 村(1981),野 口(1987)な どの研究を参考 にし,

売上高,客 数,客 単価,利 潤 という商店の経営動向を,商 店経営者はどの ように認識 してい

るのか を測定する変数である。第4に,商 店経営特性 を表す概念は,商 店の歴史,家 族要因

(家族従業者,親 子同居,職 住一致),商 店の年間売上高規模である。商店経営特性 を示す要

因,つ まり商店の歴史および家族要因(家 族従業者,親 子同居,職 住一致)と いう概念の指

標 は石井(1996)の 研究に基づいて開発 した。なお商店の年間売上高規模は,田 村(1973),

石井(1981)に 基づいて開発 した。

4.2調 査概要および指標の操作化

2004年8月 に,兵 庫県神戸市の商店経営者に対 して,「商店経営に関する調査」という調査
19)

票 を送付 した。 また,こ の質問票は,代 理人を通 じて各商業集積の代表者の同意を得て,各
20)

商業集積の代表者に各商店経営者への資料の配布および回収によって行った。後継者問題に

関する先行研究をもとに抽出された質問票を構成 し,調 査票に含 まれている質問の中で,商

店経営特性 と関連する指標以外は,す べて5点 尺度で商店経営者の認知を問う形式になって

いる。回収 した質問票のうち,記 入 ミスや不正回答を除 く,回 答に欠損のあるものを解析か

ら除外 したため,有 効回答数は,383票(回 収率76.6%)と なった。

なお,そ の有効回答数のうち,50代 以上の商店経営者 に限定 して事業継承意志に関す る仮

説 を検証することを注意 しておかなければならない。事業継承意志に影響 を及ぼす諸仮説の

検証には,次 のような2つ の理由か ら50代以上の商店経営者に限定することになる。第1に,

標本 をみると50代以上の殆 どの商店経営者が,第1子 の年齢が18歳 を超えていることか ら,
21)

事業継承問題をより現実的に考えていると思われる。'すなわち,商 店経営者の子供が18歳 を

超えると,彼(あ るいは彼女)が 職業選択に迫られることになり,商 店経営者も子供を商店

の後継 ぎにするか否かについて熟考する。 また高年齢に達 して引退を準備する商店経営者に

とっても,商 店の後継者問題はより現実的な課題 になる。 これとは異なり,比 較的に幼い子

供がいる若年齢の商店経営者にとって,後 継者問題はさしあたって考慮する必要のない課題

になるかもしれない。第2に,既 に実証分析の枠組みで述べ られた課題 と関連する。家族要

因の事業継承意志への影響 を分析する際に,50代 以下の商店経営者の回答が含 まれていると

誤った結果が得 られる可能性が高い と考えられる。まず親子同居に関 しては,18歳 未満の子

供がいる商店経営者は,子 供 と同居 しているケースが多数あることや,18未 満の子供は親 と

同居す るか否かの選択肢を持たない と予想され,親 子同居 という指標の事業継承意志に対す
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る有効性の検証は限界を抱えることになる。つぎに家族従業者に関しては,幼 い子供は従業

員 として直接,商 売に従事する可能性は低いことが予想 され,親 子同居と同様に仮説検定に

困難が生 じると考えられる。

以上述べ られた理由から,50代 以上の商店経営者が回答 したサ ンプル をもって,事 業継承

に関する諸仮説を検証することにす る。なお全体の有効回答数(383票)の なかで,50代 以上

の商店経営者の標本数は294票 である。分析 に用いた変数の記述統計および相関関係は表1に

示 し,複 数指標で構成される変数の内的一貫性(信 頼性のデータ:Cronbachの α係数)は 表

1の 注にまとめているので,そ ちらを参照されたい。

二 ℃ 二

双 ⊥ 菜 鐸(γノロ巳蔑 就RTζ イ日閃

平均 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8

1.家 業 意 識 4.38 1.21 一

2.家 族 財 産 3.70 1.15 0.243c 一

3.需 要 水 準 2.87 0.97 一〇
.092 0,042 一

4情 報 化 3.01 1.00 0,079 0.154b 0.199c 一

5.立 地 水 準 2.39 1.07 0,008 0,026 0.239c 0.235c 一

6競 争 要 因 4.19 0.89 0.118a 0,071 0,038 0.121b 0,016 一

7.経 営 成 果 1.97 22.1 一〇 .06 一〇 .07 0。195c 0.171c 0.278c 一〇.193c 『

8.商 店 歴 史 45.2 1.09 0.159c 0.109a 0,089 0.106a 0.112a 0,078 一〇
,041

一

9.家 族従業者数 0.80 0.50 0.107c 0,061 0.102c 0.110a 0,039 0,020 0,042 0.169c

1)aは10%以 内での統計的有意性,bは5%以 内での統計的有意性,cは1%以 内での統計的有 意性 を示す。

2)総 標本数 は294で,変 数ペア ごとのサ ンプル数 は異 なる。

3)複 数指標で構成 され る概念 である経営成果,競 争要 因の信頼性 のデー タ(Cronbachの α係数)は,そ れぞれ0 .969,

0.856で あった。

5仮 説 検 証

第4節 にも記述 したように,本 節で検証すべ き関係は,第1に,商 人家族の理念が商店主

の家族への事業継承意識に結びついているのか,第2に,商 店の経営特性(家 族要因,商 店

規模,営 業年数)の 違いによって,商 店経営者の事業継承意志に違いがみられるのか,第3

に,環 境諸要因,経 営成果要因が商店主の事業継承意識にどのような影響 を及ぼすのかであ

る。以降に行われる仮説検証では,こ れ らの仮説のいずれが もっとも現実的に有効性が高い

かを検討するのが課題 となる。

5.1事 業継承意志についての因果関係の分析

家族理念意識,環 境諸要因(環 境要因,競 争要因),経 営成果,商 店経営特性が事業継承意

志にどのような因果関係を持っているのかについて検討するため,重 回帰分析が採用される。

重回帰分析のなかでは,以 下のような従属変数および独立変数が用いられる。

第1に,従 属変数については,今 までの分析 と同様に,商 店経営者の事業継承意志 という
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変数を利用す る。第2に,独 立変数には,家 族従業者数,親 子同居,職 住一致,年 間売上高

規模,創 業以来の営業年数 という商店経営特性に関連する変数に加えて,家 族理念意識,環

境要因,競 争要因,そ して経営成果が含 まれる。特に,こ れ らの変数のなかで,ダ ミー変数

処理を行 ったのは,親 子同居,職 住一致,年 間売上高規模である。 まず,親 子同居では,親

子の非同居の場合は0,親 子の同居の場合は1で,つ ぎに,職 住一致では,商 店 と住居環境

が分離 している場合はO,商 店 と住居環境が一致 している場合は1で,さ ちに,年 間売上高

規模では,商 店の年間売上高規模が3000万 円未満は0で,3,000万 円以上は1で ダ ミー変数を

つ くり,独 立変数として導入 した。なお,家 族従業者数および創業以来の営業年数は,質 問

票の回答をその まま用いて変数の処理を行った。重回帰分析の結果は,回 帰係数,t値,統

計的有意性 という指標で要約 され,表2に 示 されている。

表2の ような分析結果 を受けて,幾 つかの注目すべ き結果 を述べてい く。

第 ユに,R-2(自 由調整済み決定係数)の 値が,0.281と いうこの種の研究ではある程度高

い値 をとってお り,こ のことは,商 店経営特性が商店主の事業継承意志に影響 を及ぼす とい

う因果関係 を支持する1つ 証拠 となると考 えられ る。

第2に,商 店経営者の家族理念の1つ で家業意識は商店経営者の事業継承意志に正の影響

を与える有力な変数となっている。すなわち,家 族理念意識が高 くなればなるほど商店経営

者の事業継承意志は高 くなるということが確認された。 しか し,家 族理念意識の もう1つ の

次元である家族財産意識が事業継承意志の高揚に結びつ くという因果関係の統計的根拠はみ

つか らない。商店経営者の家族財産意識が事業継承意志に直接的な因果関係が確認されない

のは,家 族財産意識には,「財産 を相続する」あるいは 「商いを家業 とする」という二重の意

味 を含むか もしれないからである。 したがって,家 族財産意識が高いといって,必 然的に事

業継承意志が高 くなるという因果関係は示 しに くいと考え られ る。

第3に,商 店経営特性のなかでは,家 族従業者数,親 子同居,営 業年数 という変数が商店

経営者の事業継承意志の高揚 に及ぼす影響が大 きい。 まず,小 売商店の活動に従事する家族

従業者が多 くなるにつれ,商 店経営者の事業継承意志の度合いが強 くなるというH3Cは 確

認された。次に,子 供 と別々に住んでいる商店経営者 より,子 供 と一緒に住んでいる商店経

営者のほうが,事 業継承意志の度合いがより強 くなるというH2Aも,支 持 されることにな

る。さらに,創 業以来の営業年数が長 くなるにつれ,商 店経営者の事業継承意志が高 くなる

というH2Dも 統計的有意性が確認された。

しか し,第4に,商 店経営特性のなかで,商 住一致,年 間売上高規模 という変数は事業継

承意志に影響を与えるという統計的根拠は見つからなかった。まず,職 住環境が分離 してい

る商店経営者 より,職 住環境が一致 している商店経営者のほうが,事 業継承意志の度合いが

より強 くなるというH2Bは 支持されない。つ ぎに,商 店の年間売上高の規模が高いほうが,
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表2重 回帰分析

独立変数 回帰係数 t値 有意水準

家族従業者数 0,161 2,201 **

創業年数 0,061 1,653 *

家業意識 0,550 5,565 ***

家族財産意識

情 報 化 0,386 4,641 ***

立地条件

需要水準

競争要因

経営成果 0,170 1,768 *

売上高規模ダミー

親 子 同居 ダ ミー 0,283 1,855 *

職 住 一 致 ダ ミ ー

R-2 0,281

F値 13,977

標 本 数 294

1)+,一 の符号 は影響の 方向 を示 している。なお,ス ケール の方向は調整を既

に行 い,符 号はその まま解釈 して よい もの になっている。

2)R-2は,ス テ ップ ワイズ回帰推定式の なかで最大 の値 を取 り上 げてい る。

3)(*)は10%以 内で の統計 的 有意 性,(**)は5%以 内 での 統計 的有 意性,

(***)は1%以 内での統計的有意性 を示す。

規模の小さいほうより事業継承意志の度合いがより強 くなるというH2Eも 支持 されない。

まず,職 住一致の直接の効果が確認されなかった理由は様々推測され るが,そ の1つ の理

由として,商 人家族の論理や事情 とは別にして,商 店街の合理化活動や外部の環境変動を通

じて,商 店の拡張,改 装,ま たは土地価格の上昇が職住を分離することに迫 られたか もしれ

ない。 したがって,事 業継承意志 と職住一致 との因果関係を確認することができないと考え

られる。つぎに,商 店の年間売上高規模の直接な因果関係がみ られなかったのは,商 店の規

模 によって事業継承意志が高揚 されるのではな く,経済的側面でみるか ぎりでは田村(1981)

がいう商店の売上高成長速度あるいは経営成果が事業継承意志にもっと有効な要因であるの

か もしれない。

第5に,経 営成果は商店経営者の事業継承意志に正の影響を与える変数であることが確認

された。すなわち,商 店の経営成果が高 くなればなるほど,商 店経営者の事業継承意志は高

くなるというなるH3は,支 持 されることになる。

第6に,環 境要因のなかで,情 報化は商店経営者の事業継承意志に正の影響を与える変数

となっているが,そ の他の環境要因である需要水準,立 地条件が事業継承意志に正の影響 を

及ぼす因果関係は確認されなかった。すなわち,商 店の環境要因である需要水準,立 地条件

が事業継承意志には結びつかない ということを示 している。これ以外に も,競 争要因が事業
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継承意志に影響 を与えるという根拠 はみ られなかった。

以上 に述ぺた結果は,商 店経営者の事業継承意志の高揚に影響 を及ぼす要因として,家 業

意識,商 店経営特性(親 子同居,家 族従業者数,創 業以来の営業年数),情 報化,経 営成果 を

あげることができるということを示 している。すなわち,上 記の要因が事業継承意志の高揚

のために有効であることを示唆 している。 しか し,予 想 とは異なる結果であるが,競 争要因,

立地条件,需 要水準,家 族財産意識,職 住一致,商 店の年間売上高規模 といった変数が必ず

しも商店経営者の事業継承意志の高揚に結びついているわけではないことが確認された。

6デ ィス カ ッシ ョン

6.1理 論的インプ リケーシ ョン

本稿の 日本の小売業の事業継承意志に関する実証分析からもたらされた理論的インプ リケ

ーシ ョンは,以 下の4点 に集約す ることができる。

第1に,荒 川(1962),石 井(1996)の 議論に基づ いて,商 業研究の課題 として想定されて

きた商人家族における家族理念 と事業継承意志の関係 を明らかにしたことである。特 に,石

井(1996)に 基づいて開発された家族財産意識および家業意識 という概念が,日 本小売業商

店経営者の事業継承意志を規定す る重要な1つ の要因であることが確認された。 ここで石井

(1996)の 家族理念意識 には,家 族財産意識 と家業意識 という2つ の局面があると判断 し,

変数化 したこと,そ して中小小売業の再生産構造を理解する際に家族理念意識に注 目すべ き

だ と確認 したことは評価 されるべ き点である。

第2に,消 費社会の到来 により,個 別商店の経営 における家族 という労働資源の枯渇を招

くという石井(1996)の 主張を踏襲 し,家 族労働資源の枯渇,核 家族化(親 子別居),職 住分

離 という家商分離の現象が事業継承意志にどの ような影響を与えるかを検討 した。その結果,

家族労働資源の枯渇,親 子別居 という商店経営の特徴が事業継承意志 に影響を与えることが

確認でき,家 商分離の現象が事業継承意志を弱化する1つ の契機になるということを検証結

果か ら明らかにした。 この点に関する本稿の貢献は,家 商分離の現象 を家族従業者(商 人家

族という労働力の枯渇),親 子別居(核 家族化),職 住分離として変数化 し,家 商分離の現象

が事業継承意志に影響 を与えるということを示すことによって,家 商分離現象の後継者問題

に関す る議論 を精緻化 した点である。これに加えて,商 店の歴史(創 業以来の営業年数)が

商店経営者の事業継承意志の高揚に寄与することを発見 した。

第3に,石 井(1996)の 家族理念意識 と家族従業制度の関係,ひ いては家商分離の現象 と

事業継承の問題の関係 についての研究が定性的にとどまっているものを,経 験的妥当性の立

証 をするために大規模サ ンプルによる定量的調査研究を行った点である。すなわち,石 井

(1996)に よって提示 された数々の仮説が,今 日においてどのような妥当性を示 しているの
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かを確認 した。

第4に,商 店における経営成果が事業継承意志に及ぼす影響を解明した点である。本稿で

は,経 済的側面 として,田 村(1981)の 売上高成長以外に も利潤,客 数,客 単価成長 という

指標で構成される経営成果 という概念を開発 し,経 営成果が事業継承意志の高揚に寄与する

を確認 した。この点に関 しては,経 済的側面 として経営成果に注 目し,そ の有効性を論 じた

点は1つ の貢献 とみなしてよいと思われる。

6.2実 践的インプ リケーシ ョン

本稿の日本小売業の事業継承意識 に関する実証分析から読み取 ることので きる実践的含意

は,以 下の5点 に整理することができる。

第1に,商 店経営者の家族理念意識が持つ実践的意味について議論する。2003年 全国商店

街振興組合連合会によって実施 された商店街の商業経営者に対する大規模な定量調査で,「商

店街 自身が 『大 きな問題』 として認識 しているものは何か」 という質問に対 して 「後継者問

題」を最優先の問題 として考えていることが確認された。小売商店街の現場において,商 店

経営者が,後 継者がいないことを重要な問題 として認識 している背景には,家 業意識が強 く

働いていると考えられる。この後継者難は,商 店と家族 とは一体であるという家業意識の影

響が強いけれ ども,商 店の後を継 ぐ者がいないことを慨嘆する商店経営者の問題意識の表れ

である。裏を返せば,商 売が商店経営者あるいは家族にとって意味がないとすれば,後 継者

がいないことは問題視 されるはずがない。

第2に,商 店経営者の家族理念意識が個々の商店 もしくは日本の中小小売業の再生産を支

えてきたと考えられる。すなわち商店経営者の家族理念意識が子供 に事業を継承させたいと

いう意志を高揚 させ,商 店の後継者を準備する作業を促 してきたのではないかということで

ある。

第3に,石 井(1996)の 神戸市商業集積における定性調査か ら得 られた家商分離の現象が

含意するものである。この家商分離の現象は,商 店 と家族が切 り離され,商 店の貴重な労働

資源がなくなることを意味 している。家商分離の現象は商店において家族労働力の枯渇,核

家族化 として表れる。家族従業者からみてみよう。まず家族従業者が商売に関与 しないとい

うことは,家 業 としての商売に対する関心が薄れることを示 し,商 店経営者の事業継承意志

を弱化させ る。つぎに商店経営者と彼(あ るいは彼女)の 子供が同居 しないことは,商 店経

営者が子供に商売という職業 を継がせる仕組みの崩壊 を導 く。

第4に,創 業以来の営業年数が長い商店の場合,事 業継承意志が高 くなるということに対

しての含意である。商人家族は,家 業 としての商店を存続,維 持,そ して繁栄させ ることを

課題 にしてお り,商 店の歴史が長い経営者は家業 としての商店を存続 させ,つ ぎの子孫 に譲
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ってい くという責任や義務に駆 られ,子 供 に商売 を継承させたい意識が高揚されると思われ

る。旧本小売業において老舗が多 く存在するのは,こ の商店の歴史性がその背景にあると考

えられ る。 『商業統計表』調査 によると,2002年 時点で 日本の小売業における個人商店数

716,168の なかで,創 業以来の営業年数が52年 以上の歴史を保つ店舗数が202,883で ある。 日

本全体の小売業個人商店の約3割 が長い歴史 を持つ ということは,商 店の歴史と事業継承の

関係 を傍証する1つ のデータでもある。

第5に,経 営成果が持つ実践的意味である。現在の商店における経営成果の動向は,将 来

の経営成果に対する期待感に影響を与える。商店の経営成果は,商 店経営者,彼 自身の子供

に小売業の商売 という職業を継がせ ることを考慮する際に,重 要な事項 になる。経済的報酬

が保証で きない商売を子供 に継がせることは商店経営者に責任感や不安感 をもた らすことに

なるだろう。

7限 界および課題

本節では,本 稿で今まで行われた商店経営者の事業継承意志に関する実証分析に対する限

界 と今後の研究課題について述べ る。本稿の分析枠組みにおける限界について,外 的妥当性,

内的妥当性 を中心に議論する。その後,本 稿で行われた小売業商店における事業継承 に関す

る議論が,小 売業研究におけるいかなる課題を残すのかについて述べていく。

7.1本 稿の限界

本稿 で行われた商店経営者に関する事業継承意志に関する実証分析には,ど の ような妥当

性 を疑 わせ る問題点があるのかを指摘する。

第 ヱに,外 的妥当性 に関する問題である。「商店経営に関する調査」という質問題 目の上で,

事業継承意志に関する調査が実際された対象は,広 域的商店街を除 く隣接消費者に頼る近隣

商店街に属する兵庫県の商店経営者であった。神戸市の商店街は阪神大震災で地域 コミュニ
22)

ティが破壊 し,商 店街 も被害を受けた地域でもある。これに加えて,本 調査の対象の選定に

おける手続 きの問題 も指摘 しなければならない。この限界は定量分析 における信頼性確保の

問題 と関わっている。調査対象を選定する際に,神 戸産業振興財団に登録されている商店街

の商店経営者を対象に,質 問票を配布,回 収を行 った。公共団体 という代理人を通 じて質問

調査 を行 うときに,代 理人の任意の判断で商業経営者を選定する可能性が高いため,そ のこ

とから標本におけるバイアスが生 じる可能性は排除できない。この2点 を持って,今 回の調

査から,日 本小売業の商店経営特性および事業継承意志に関する一般について論 じることに

は慎重な判断 を要すると思われる。

第2に,内 的妥当性に関する問題である。環境要因という概念に関わる限界である。これ
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に加えて,環 境要因という概念に関する指標の問題である。環境要因で導入 されている指標

は,需 要水準,情 報化,立 地条件であった。その指標の中,需 要水準や情報化 という指標 に

謁する問題点 を指摘 しなければならない。「消費需要の水準は高 くなっている」という需要水

隼に関する質問項 目は,回 答者にとって曖昧な解釈を招 く可能性がある。すなわち商店を訪

bる 消費者の製品に対する要求水準が高 くなっているのか,あ るいは消費者の購入単価が高

くなっているのか,曖 昧な解釈になる可能性が排除できないということである。この点に関

しては,環 境要因をより明確に区分 した尺度の開発が望まれるところである。本稿では小売

業における技術変化 を情報化のみに絞 って測定 しているが,中 小小売業における技術の変化

ま情報化に限って行なわれるのではな く,商 品属性の物理的差異から生 じる商品保管,加 工

支術の変動や需給調整に関する技術的変化 も含 まれるべきであったと思われる。この点につ

'・ては,今 後は環境要因に関する指標の精緻化および拡張を計 り,事 業継承意志に対する因

裂関係 を見 る必要性がある。

第3に,本 稿の射程が商店経営者の事業継承意志 を問う際に,い くつかの重要な側面 にま

さ及んでいない点 と関わっている。 まず重要な変数 と考えられる商店の所有関係を取 り入れ

τいないため,商 店所有 と事業継承意志 との関係の解明にまで及んでいない点が指摘できる。

ナなわち,本 稿の分析枠組みは既存研究における事業継承の議論を中心に設定されたため,

葡店所有 という変数の導入を試みていなかった。 したがって今後質的な拡が りを確保する試

みとして,商 店の所有関係に関する指標の開発を通 じて,事 業継承研究の分析枠組みの構築

ド必要 とされるところである。つぎに商店経営者の家商分離意識が事業継承意志にどの よう

訟影響を及ぼすのかにまで分析が及んでいない点である。家商分離意識の概念が多義的であ

るため,質 問票 に準備された家商分離意識を示す指標問の内的収束性がみられなかった。 し

ヒがって 「家商分離意識」 という概念に対する豊富な指標開発にいたらなかった点について

ま,今 後の課題 としたい。

㌧2今 後の課題

これまでの本稿の議論は,主 に家族理念意識や家商分離の現象 といった商人家族の内部要

日と,商 店を取 り巻 く環境諸要因といった外部要因が,商 店経営者の事業継承意志にどの よ

うな影響 を与えるかを中心に行われた。この節では,本 稿で提示 した事業継承に関する分析

孕組みの限界に起因する今後の課題について述べて行 きたい。

第1に,本 稿の研究1ヰ商店経営者の事業継承意志 を高揚させる要因の解明にとどまってい

らため,事 業継承に関する研究が不完全に終わっている点 と関連す る。 これに関わって,以

Fの3点 を指摘 しなければならない。 まず本稿の調査対象を商店経営者 に限定されている点

昏ある。商店の後継 ぎとなる商人家族を対象にし,商 店の後継 ぎにな りたいという意志には
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どの ような要因が働いているのかについて検討する必要がある。つぎに 「商店経営者の事業

継承意志が,商 店 における後継者の有無にどのような関連があるのか」,「商店の後継者の有

無 には,ど の ような環境諸要因の違いがみられるのか,そ して どのような商人家族の内部要

因の違いがみ られるのか」 についての課題が残されている。

第2に,商 店街のまちづ くり研究や流通政策研究への展開である。商店街の維持,発 展を

阻害する問題 として,小 売業現場の商店経営者や商業研究者 をいかに取 り上げているのかに

ついては本稿の問題意識で述べたとお りでいうまで もない。

第3に,本 稿における分析枠組みから,さ らなる研究の可能性に注 目した。つまり家族商

人 とコミュニティの関係が事業継承にどのような影響を及ぼすのかについての研究が必要 と

考えている。本稿では,商 人家族の内部要因と事業継承の関係 に限定 しているが,商 人家族

とコミュニティとの関連を含む更なる実証研究を要すると思われる。石井(1996)で 紹介さ

れた高知市帯屋町商店街や京都市 ・西新道商店街 という事例は,商 人家族 と地域 コミュニテ

ィの関係を深 くさせ ることによって,街 に家族 を呼び戻す契機 を示す ものであった。商人家

族 と地域社会の関係がより深 くなると,地 域に根ざ している商人の商売を持続 させ る動機が

高 まるのではないかと思われる。商人家族 と地域社会が運命共同体 という一体感が生 じるこ

とで,商 人には地域に対す る使命感,顧 客には商人に対する安心感や信頼感が生 じ,長 期的

な取引関係が結ばれる。 したがって,商 人家族にとっては地域住民は顧客でありなが ら,か

けがえのない財産でもある。この顧客 と安定的取引関係 は,家 族に商売を継がせ る重要な要

因でもあると考えられる。これに加えて,地 域顧客と付き合いから蓄積 された特定の技能(製

造技術,品 揃え物の選別,仕 入先との関係,商 品扱い技術)が 商売を維持,継 続 させ る要因

で もあることはいうまで もない。商人家族 と地域コミュニティの関係 から得 られる商人の経

済的な側面や感情的側面が事業継承意志にどのような影響を及ぼすのかについては今後考察

されるべき課題であると強調 して本稿 を終 らせ ることに したい。

注

1)個 々の商店に とって後継者がいないことは,商 店の存廃に繋がる。その ミクロ的な商店の動向

は,マ クロ的な帰結としての 日本小売業の存廃 と決 して無関係ではない。 いわゆる,こ こでいっ

「後継者難」 というのは,流 通構造の合理化の次元あるいは地域的 ・社会的問題の次元で語る理

論家における問題 ではな く,あ くまで も商店街の現場に携わっている商店の構成員の経営課題 と

しての問題である。 したがって,現 場の問題意識 として,個 々の商店の後 を継 ぐ後継者をいない

ことを 「後継者難」 と呼ぷことに しよう。

2)「 街の空洞化」 とは,街 の有力な商店が成長を目指 して他の有力商業集積へ出店することで街

としてのパワーが落 ちた り,あ るいは街に独 自の政策を もった全国チェーンの店が数多 く参入 し

たり,あ るいは既存の物販店が街 を去 りオフィスや遊行施設に代わった りする結果,商 店街 とし

ての統一や統制が取れな くなるという事態を指す(石 井1996,3～4頁)。 また,石 原(2000)も
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商店街の衰退 を空 き店舗の問題 と関連付 けた。この空 き店舗が,商 業集積 としての商店街の魅力

を低下させ,地 域商業 としての基盤 を奪い去 る根源であるとい う。

3)石 原(2000)も,石 井(1996)の 商人家族の変容が後継老問題 と結びつ くという共通 した認識

を示 している(294頁)。

4)本 稿 における 「後継者問題」は,店 の後 を継 ぐ者が無いことである。

5)荒 川(1962>は,生 業型小売業の就業構造が個人事業主 と家族従業者であることと関連 し,前

期的性格および経営非合理性 を免れることがで きないと指摘 している。家族従業者で構成 してい

る雇用構造の前期的性格が販売効率性 または生業型小売業の経営実績 を低めると主張 している

(245--248頁)。

6)林(1962)の 見解 を引用すると以下である。「これまで,わ が国で,小 売商の総軒数があま りに

も多す ぎたのは,サ ラリーマ ンや労務者 を志願 するよりも,小 売商を営んだほ うが楽な暮 らしが

で きる,サ ラリーマンなどは 「労働のほか何者 も売 るもののない人間がや ることだ」 とい うよう

な一部の社会通念が,あ ずか って力があったことの結果であるように思われる。 … 鶏頭(=

零細経営者)よ りも牛後(=サ ラリーマン)の ほうが良い時代が訪れた。最近では,小 売店の息

子たちが,家 業を継 ぐ事 を嫌が りだ した事実がいたるところにあるけれども,こ の事実は,こ れ

まで述べて きたような理由か ら,国 民経済的に望 ましい現象だ といわなければならない」(90-・91

頁)。

7)石 井(1996)の 見 解を紹介すると,「む しろ問題 としての深刻 さという点でいえば,最 初に述べ

た問題の うち後者の問題,つ まり商店主個 々の経営の問題が勝っているように思 う。 とはいって

も,「商店のサー ビスをどの ように改善するか」 とか,「 どこか ら商品 を仕入れるか」とか,「 どの

ような店づ くりや商品陣列の仕方がよいのか」 といった商品経営の戦略や戦術の問題 をいいたい

わけではない。我々が問題に したいのは,「 商人家族」 と 「商店経営」 との関係 にある。つ まり,

ここでいう商店主個々の経営の問題 とは,商 店主個 々の生活や家族や価値観な どといった商店主

の内側の事情 と直接 に関係 した ものである。 … 商店街や小売市場での商店経営は,商 人 たち

の家族によって支えられて きた。 しか しその一方で,現 代の我々の家族生活のあ りようや,家 族

制度や,そ れ らにつ いての社会の価値観 は,大 きく変容 しつつあるように見 えるが,そ のことが

街の商店の経営 にどのような影響 を与えるのか とい う問題がある。この問題は,外 の敵や内の敵

と同 じような言い方をすれば,「 内々の敵」と呼ぶ ことで きる。そう名づ ける理由は,彼 ら商人た

ちの生活や家族や社会の価値観の変容が個 々の商人の経営 と必然的に矛盾を起こさずにはおかな

い と考えるか らである」(4～5頁)と いう認識から 「後継者問題」に対する前者(荒 川1962:

林1962)と の異 なる視点を持 っていることが分かる。

8)「 家」について 日本の伝統的,普 遍的性格 を論 じる際に,異 なる二つの議論がある。つ まり前

近代的産物,す なわち日本の封建制の象徴 であるという見解 と近代的産物,す なわち明治政府の

発明品であるとい う見解がそれである(上 野1994)。 本稿では,そ の議論には立ち入 らない。

9)石 井(1996)は,家 族財産 という家族理念が事業継承を確実にすると述べている。引用すると

次の ようである。「「家にある財産は,家 族 とは切 り離 しで きない」 という概念,つ まり 「家族財

産」概念である。それは,「 財産は,家 族の特定の誰かの所有物ではな く,家 族全員の所有物だ」

という規範である。その背景には,家 族 を支配す るものとして,伝 統的家父長の権力ではな く,

家 族 とい う理念がある。そ してそうした概念が,商 人家族における夫婦間での無償(あ るいは一
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定 の給与 を決めない形で)の 雇用を可能に し,家 族内世代間での事業あるいは財産の承継を確実

な ものとする」(278～279頁)。

10)石 井(1996)の29頁 か ら引用。

11)石 井(1996)の5--17頁 を参考。

12)石 井(1996)の41頁 を参照せ よ。示 されているデータか ら1960年 代 以降の商店主の世帯規模は

縮小の一途 を辿 っていることがわかる。

13)石 井(1996)は,家 商分離は家族労働資源の枯渇 させ る契機であるとして次のように述べてい

る。「「家商分離」傾向は,決 して街の商店経営が悪化 し,店 舗数が減少す るという 「街の商店」

の急速な構造不況業種化 と無縁ではあ りえないだろう。街の商人にとって頼 るべ き貴重 な経営資

源であった家族資源が,家 商分離や家族規模縮小によって枯渇する傾向をみせ てきたことが第1

で ある」(30頁)。

14)山 田(1994)に お いて も,近 代家族は愛情であると指摘 している。山田(1994)の 研 究課題は,

「家族」 と 「愛情」の関係性 に対する特 に夫婦間の愛情やセクシュア リティーに関する社会学的

考察であった。

15)田 村(1973),石 井(1981)を 参照すること。

16)田 村(1986)は 国 際小売商業比較か らみて規模の経済が生産性に差異 を生むことを指摘 してい

る(41～47頁)。 田村(1986)に おいて,規 模の経済 と生産性 との関係 は,次 の2点 で整理す るこ

とがで きる。第1に,商 店規模格差(従 業者数)に よって,従 業者一人 当た りの販売額で測定さ

れた労働生産性が異なるとい う。すなわち,従 業者数が多い規模階層は,従 業者数が少ない規模

階層に比べて労働生産性 が高 くなっているこ とである。第2に,売 場面績規模格差によって1m2

当た りの販売額が異 なるとい うことを調べた。この分析の結果 は,売 場面積生産性 については必

ず しも規模格差が関係することはいえないということを示 した。田村(1986)の 規模格差 と生産

性 との関係 を検討することによる日本小売業構 造の分析 は,先 駆的な研究である。 この見解に従

えぱ,労 働生産性 は大規模商店が高 く,売 場面積生産性は小規模商店が高い という結論に導かれ

る。つまり商店の規模が大 きくても,生 産性が高い とはいえない。 しか し従業者規模格差によっ

て労働生産性 という商店経営成果が異なるという指摘 は,商 店規模 によって商店の経済的報酬が

異なることを意味する。 もし,こ の論理が正 しければ,商 店規模が大 きくなれば,事 業継承意志

が高 くなる可能性は排除できない と考えられ る。

17)田 村(1981),192--195頁 を参照す ること。

18)な ぜ ならば,商 店経営者の年間売上高を実際の数字で得 ることが非常に難解 な課題 であるため,

田村(1981)の い う売上高成長速度を商店経営者が認識す る年間売上高の変動 に差 し替えた。

19)質 問票の調査 を実施する商業集積 の選定および質問票の配布 ・回収 は,神 戸市産業財団の協力

を頂 き,行 なわれた。選定の結果,苅 象となった地域は,兵 庫渠の東灘区,灘 区,中 央区,兵 庫

区,長 田区,須 磨区,垂 水区であり,質 問の対象は,こ の地域の商店街や小売市場や共同店舗な

どの商業集積 で商店経営 をしている商店主である。神戸市商店集積における地域特徴 は,第1に,

1995年 の阪神大震災により調査対象 になった商店街の45.4%が 被 災を受けて,そ の以降復興へ向

っている点である(石 原 ・石井1995)。 第2に,日 本の全国都市のなか,商 店数では第6番 目,

年 間販売額では第8番 目の小売業規模 を示 してお り,比 較的に大規模都市に属 している(平 成14

年 現在,『 商業統計か ちみた神戸商業』神戸市産業振興財団)。 第3に,調 査が行われた商店街 は,
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広域的商店地ではなく,隣 接す る地域消費者を主顧客 とする近隣商店地である。神戸市に限定 し

て調査 を行 った理由は,全 国に分布する商店経営者を対象 にした質問調査における経済的 ,時 間

的コス トの限界を抱えるためであったが,こ の ような標本特徴や標本推定か ら生 じる次の2つ の

限界をいわざるを得ない。第1に,神 戸市が 日本小売業を代表するサンプルであるとは,必 ず し

もいえないことである。第2に,調 査対象サンプルの選定に関する手続 きは,定 量調査 における

信頼性の確保の側面で不備があることである。 したがって,こ のような限界か ら,本 研究の目的

は,神 戸市の商業集積の実態分析 を目指す ものではな く,あ くまで も設定 した仮説における概念

間の関係 を究明す ることに とどめてお く。

20)質 問票は,ま ず,調 査票の代理人が商店街や小売市場の代表者 または実務責任者 に手渡 しでま

とめて配布 し,そ れを各商店主に配布 ・記入 して もらった。各商店主に記入 してもらった質問票

は,数 日後 にその商店街や小売市場の代表者 または実務責任者に回収 して もらい,そ れを調査者

または調査者の代理人が まとめて回収するという方法をとった。

21)Davis,P.S.,&Harveston,P.D.(1998)の 研究において,企 業経営者の年齢が事業継承に関す

る社内のプuグ ラムを促す1つ の重要な要因であると指摘 している(34頁)。 したがって,こ のこ

とは,本 稿で商店経営者の年齢 という変数を統制す る正当性 を支持する1つ の見解で もあると思

われ る。

22)石 原 ・石井(1995)を 参 照すること。
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